
２０歳代のＡさんの場合 

支援内容：利用者の通帳から出金した定例金（生活費）を週１回訪問し届ける 

その他に家賃・光熱水費・電話代、作業所の通所費用の支払い等の代行 

 

知的障害のある男性で、元々自宅で母親と２人暮らし。本人が母親に強く依存し、母親の年金を搾取す

ることが多かった。本人が高校生時に精神的な不安定のため不登校になり、母子共に引き籠る。高校卒業

後に、関係者の支援により、母子の切離しの為に本人はグループホームに入所。 

ただ、本人は自分で金銭管理をした経験がなく、金銭感覚が乏しいため、日常生活自立支援事業を活用

した金銭管理を開始。 

週１回グループホームを訪問し、本人・職員に定例金を手渡す。また、将来に向けた貯金が出来るよう

計画を立てた。今後は、本人の管理能力に合わせて、金額や訪問頻度を変更する。 

地域福祉権利擁護センター（以下センター）では、成年後見制度に関する相談や、高齢者・

障害者の金銭管理をはじめとする様々な権利擁護に関する事業を行っています。 

 

★日常生活自立支援事業のご紹介（知的障害者編） 

判断力が不十分な認知症高齢者や知的障害者、精神障害者を対象に、 

①財産保全サービス ②金銭管理サービス ③福祉サービス利用援助 

を行う「日常生活自立支援事業」の利用者のうち、今回は知的障害者 

の方への支援現場の様子をお伝えします。 
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地域福祉権利擁護センターニュース 
〒560-0023  豊中市岡上の町2-1-15  電話06-6841-9382 

地域福祉権利擁護センターの主な事業 

○日常生活自立支援事業の実施 

○財産保全・管理サービスの実施 

○成年後見制度についての普及啓発 

○専門職のための権利擁護相談 

○権利擁護事業の企画・立案・研究等 

○法人後見事業 

○市民後見人養成講座の実施、市民後見人活動支援 

センターの契約者の約半数は、知的障害や精神障害を抱える方々です。認知症高齢者に

比べ、年齢的に若く、２０～３０代の方とも金銭管理の契約を結んでいます。 

また、多くの方がグループホームや作業所、就労移行支援事業所を利用しながら地域生

活を送り、センターの支援もその職員の方と協同で行う事が、非常に重要になります。 

事例の様に、生活の場を変え、必要な支援を受けることで、新たな人生を送る方のお手

伝いをすることも多いです。今後は本人の生活や自立に向けた支援目標をより 明確にす

ることで、金銭感覚や管理経験を積み重ねられるよう支援します。  



★成年後見 市民公開講座「わかって安心！遺言と成年後見制度」を開催しました 

平成２９年１２月５日（火）１４時から１５時３０分まで、 

市立福祉会館 集会室において、成年後見 市民公開講座を開

催しました。市社協では、成年後見制度等、権利擁護に関する

市民への啓発と理解の促進を図るために、毎年このような講座

を開催しています。 

平成２８年度に「成年後見制度の利用の促進に関する法律」

（いわゆる、成年後見制度利用促進法）が施行されたことを踏

まえ、今年度は「わかって安心！遺言と成年後見制度」と題し

て、公益社団法人 成年後見センター・リーガルサポート大阪

支部に講師の協力をいただきました。 

当日の参加者は５０名を超え、同法人所属の司法書士４名に

よる寸劇とクイズを交えての講演は、参加者に理解し易い内容で、アンケートの回答も「寸劇だったので、

成年後見制度の内容が解り易かった」「とても参考になった 前向きに生きていけそうです」等々と大変好評

でした。 

 

 

※成年後見制度の利用の促進に関する法律(成年後見制度利用促進法)について 

 認知症、知的障害その他の精神上の障害がある方々を支えるために成年後見制度がありますが、これま
で、十分に機能するに至らなかった経過もあり、この状況を改善するために、平成２８年度に「成年後見
制度の利用の促進に関する法律」が施行され、基本理念や国・都道府県・市町村の責務と役割等が明らか
になり、その後、成年後見制度利用促進基本計画が閣議決定されました。計画は１．利用者がメリットを
実感できる制度・運営の改善 ２．権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり ３．不正防止の徹底と
利用しやすさとの調和 の３点が掲げられており、今後、各市町村による総合的かつ計画的な取組みが検討
され、平成29年度からの 5年間で実施されていく予定となっています。 

 

専門職のための権利擁護相談窓口 

対象：市内で活動している福祉・介護・医療等に関わる方で、クライアントへの権利 

擁護に関する対応について法的な面で弁護士による相談を希望する方 

日時：毎月1回開催（基本的に第４金曜に開催しますが、変更する場合があります） 

 13:00～15:00（１件の相談につき約40分） 

           ※基本的に事前予約が必要です 

会場：豊中市すこやかプラザ２階（豊中市岡上の町２－１－１５） 

費用：無 料 

予約・問い合わせ：地域福祉権利擁護センター 

           電話０６－６８４１－９３８２ 
 

過去の相談例として、死後対応（遺言や遺産相続）・親族や第三者による経済的搾取・債務請

求（消費者金融や携帯電話料金等）への対応・成年後見制度の利用方法等、様々な分野の法律相

談について、経験豊富な弁護士からアドバイスをいただけます。 

業務上でお困りの際に、是非ご活用ください！！ 


